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農
業
の
振
興

戦
後
の
壊
滅
状
態
か
ら
出
発

し
た
沖
縄
農
業
は
、農
業
労
働

力
の
流
出
、土
地
利
用
率
の
低

下
等
に
よ
り
農
業
生
産
全
体

と
し
て
停
滞
的
に
推
移
し
て
い

ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、復
帰
後
の

第
１
次
〜
第
３
次
に
わ
た
る
沖

縄
振
興
開
発
計
画
及
び
沖
縄

振
興
計
画
に
基
づ
き
、農
用
地

及
び
農
業
用
水
の
確
保
、ほ
場
・

農
道
等
農
業
生
産
基
盤
の
整

備
、ウ
リ
ミ
バ
エ
等
特
殊
病
害
虫

防
除
事
業
の
実
施
等
の
各
種
施

策
が
展
開
さ
れ
、沖
縄
農
業
も

着
実
に
発
展
し
て
き
ま
し
た
。

厳
し
い
自
然
条
件
に
加
え
、

農
業
の
担
い
手
の
減
少
・
高
齢

化
等
の
進
行
に
よ
り
、こ
こ
数

年
、農
業
粗
生
産
額
が
1
千
億

円
を
割
り
込
む
な
ど
厳
し
い
状

況
に
あ
る
も
の
の
、肉
用
牛
や
マ

ン
ゴ
ー
等
に
つ
い
て
は
生
産
額
が

増
加
傾
向
で
推
移
す
る
な
ど
、

明
る
い
分
野
も
見
受
け
ら
れ

ま
す
。

農
林
水
産
業
の
主
要
指
標
の
推
移

農
林
水
産
業
粗
生
産
額
の
推
移

農
家
数
と
耕
地
面
積
の
推
移

　
耕
地
面
積
は
平
成
４
年
の
４ 

万
７
千
ha
を
ピ
ー
ク
に
、減
少
傾

向
で
推
移
し
て
お
り
、令
和
２
年

に
は
３
万
７
千
ha
で
昭
和
48
年
の

４
万
４
５
０
０
ha
に
比
べて
約
２
割

減
少
と
な
って
い
ま
す
。

　
一
方
、1
戸
当
た
り
の
耕
地

面
積
は
増
加
傾
向
で
推
移
し
て

農
家
数
と
耕
地
面
積
の

推
移

1
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注）：
　 ：
　 ：

１　耕地面積のS45年は、S46年の数値である。
２　森林面積のS45年の数値は、把握していない。
３　漁業就業者数の数値は、それぞれ２年前（漁業センサス年）のも
　　のである。
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お
り
、令
和
２
年
は
２
５
０ａ
で
、

昭
和
48
年
の
80ａ
の
約
３
倍
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
ま
た
、沖
縄
県
の
農
家
数
は
減

少
傾
向
で
推
移
し
て
お
り
、令
和

２
年
は
１
万
４
７
０
０
戸
で
復

帰
直
後
の
昭
和
48
年
の
５
万
７
千

戸
と
比
べ
て
約
４
分
の
１
に
減
少

し
て
い
ま
す
。
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S48年 S57年 H4年 H14年 H24年 R2年

農家数（戸）

耕地面積（ha）

1戸当たり
耕地面積（a）（右目盛）

注）：
　 ：

１　１戸当たり耕地面積は、耕地面積の値を農家数で割った値。
2　平成24年は農家数調査の実施なし。
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沖
縄
で
は
、ウ
リ
ミ
バ
エ
、ミ

カ
ン
コ
ミ
バ
エ
の
発
生
が
、約
１

０
０
年
前
に
初
め
て
確
認
さ

れ
、そ
の
後
の
ま
ん
延
に
よ
り

県
内
全
域
に
分
布
し
て
い
る
こ

と
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。侵
入

し
た
こ
れ
ら
の
害
虫
は
寄
生

す
る
野
菜
類
や
果
樹
類
に
被

害
を
も
た
ら
し
、ま
た
、当
害

虫
の
未
発
生
地
域
で
あ
る
県

外
へ
は
、ま
ん
延
防
止
の
た
め
、

ゴ
ー
ヤ
ー
や
マ
ン
ゴ
ー
な
ど
の
出

荷
が
制
限
さ
れ
て
い
た
こ
と
か

ら
生
産
振
興
の
妨
げ
と
な
っ
て

い
ま
し
た
。

　
こ
の
た
め
本
土
復
帰
を
機

に
根
絶
事
業
が
開
始
さ
れ
、

ミ
カ
ン
コ
ミ
バ
エ
は
、誘
引
剤
と

殺
虫
剤
を
組
み
合
わ
せ
た
誘

殺
板
を
設
置
し
て
、オ
ス
を

減
少
さ
せ
る
雄
除
去
法
に

よ
り
昭
和
61
年
に
、ウ
リ
ミ
バ
エ

は
、
不
妊
化
し
た
虫
を
放
し

て
野
生
種
同
士
の
交
尾
機
会

を
減
ら
す
不
妊
虫
放
飼
法
に

よ
り
平
成
５
年
に
そ
れ
ぞ
れ

根
絶
が
達
成
さ
れ
、
沖
縄
農

業
の
発
展
に
大
き
く
寄
与
し
ま

ウ
リ
ミ
バ
エ
等
病
害
虫
の

防
除

2

農
産
物
の
生
産
振
興

3

し
た
。

　
現
在
で
は
、東
南
ア
ジ
ア
に

は
こ
れ
ら
の
害
虫
が
発
生
し
て

い
る
地
域
が
あ
り
、風
に
乗
っ
て

沖
縄
に
飛
来
し
て
く
る
こ
と
か

ら
、根
絶
後
も
侵
入
警
戒
調
査

を
実
施
し
て
い
ま
す
。

さ
と
う
き
び
の
生
産
振
興

ア　
さ
と
う
き
び
は
、沖
縄
県
に

お
け
る
最
も
基
幹
的
な
作
物

で
あ
り
、特
に
、離
島
地
域
で

は
農
業
粗
生
産
額
に
占
め
る

さ
と
う
き
び
の
比
率
が
、沖
縄

本
島
に
比
べ
て
高
く
、離
島
地

域
の
経
済
は
、さ
と
う
き
び
に

依
存
す
る
と
こ
ろ
が
大
き
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　
生
産
動
向
を
み
る
と
、昭
和

50
年
以
降
は
収
穫
面
積
、生
産

量
と
も
に
増
加
に
転
じ
、平
成

元
年
に
は
、生
産
量
で
１
７
８

万
ト
ン
と
最
高
と
な
り
ま
し

た
。し
か
し
、最
近
は
担
い
手
の

減
少
、高
収
益
作
物
へ
の
転
換

等
が
進
み
、収
穫
面
積
及
び
生

産
量
は
減
少
若
し
く
は
横
ば
い

傾
向
で
推
移
し
て
い
ま
す
。

　
さ
と
う
き
び
生
産
は
依
然

と
し
て
台
風
、干
ば
つ
等
の
気

象
要
因
に
左
右
さ
れ
る
面
が

大
き
く
、生
産
量
、品
質
と
も

不
安
定
な
状
況
に
あ
る
こ
と
か

ら
、収
穫
面
積
の
確
保
、単
収

及
び
品
質
向
上
対
策
の
強
化

等
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

ミカンコミバエ ウリミバエ

さとうきびの収穫面積及び生産量の推移
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最近は減少若しくは横ばい傾向。

面積（ha） 生産量（t）

S47 H元 R元48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 302　3　4　5　6　7　8　9　 2

引用：糖業年報（沖縄県農林水産部）
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も
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注）：
　 ：
　 ：

１　耕地面積のS45年は、S46年の数値である。
２　森林面積のS45年の数値は、把握していない。
３　漁業就業者数の数値は、それぞれ２年前（漁業センサス年）のも
　　のである。
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昭
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約
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倍
と
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っ
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ま
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ま
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県
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注）：
　 ：

１　１戸当たり耕地面積は、耕地面積の値を農家数で割った値。
2　平成24年は農家数調査の実施なし。
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沖
縄
で
は
、ウ
リ
ミ
バ
エ
、ミ
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の
発
生
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、約
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０
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年
前
に
初
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て
確
認
さ

れ
、そ
の
後
の
ま
ん
延
に
よ
り

県
内
全
域
に
分
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し
て
い
る
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と
が
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れ
ま
し
た
。侵
入

し
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れ
ら
の
害
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す
る
野
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や
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樹
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で
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、
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ー
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ど
の
出
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さ
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ま
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た
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の
た
め
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、
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エ
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引
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と

殺
虫
剤
を
組
み
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せ
た
誘

殺
板
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置
し
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ス
を
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少
さ
せ
る
雄
除
去
法
に

よ
り
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和
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に
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、
不
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化
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た
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野
生
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の
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を
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す
不
妊
虫
放
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よ
り
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に
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れ
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に

は
こ
れ
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害
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に
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沖
縄
に
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か
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地
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で

は
農
業
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生
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額
に
占
め
る

さ
と
う
き
び
の
比
率
が
、沖
縄

本
島
に
比
べ
て
高
く
、離
島
地

域
の
経
済
は
、さ
と
う
き
び
に

依
存
す
る
と
こ
ろ
が
大
き
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　
生
産
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と
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和
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降
は
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穫
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積
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産

量
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に
増
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に
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じ
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成

元
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に
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産
量
で
１
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８

万
ト
ン
と
最
高
と
な
り
ま
し

た
。し
か
し
、最
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は
担
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手
の
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作
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の
転
換
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が
進
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び
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、干
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の
気
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要
因
に
左
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る
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大
き
く
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量
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と
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不
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状
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に
あ
る
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と
か

ら
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穫
面
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の
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及
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品
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上
対
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強
化
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取
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い
ま
す
。
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1,600,000

1,400,000

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

（単位：ha) （単位：t）

最近は減少若しくは横ばい傾向。

面積（ha） 生産量（t）

S47 H元 R元48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 302　3　4　5　6　7　8　9　 2

引用：糖業年報（沖縄県農林水産部）
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豚
（単位：頭）

豚

豚2

野
菜

イ　
沖
縄
の
野
菜
は
、復
帰
後
、輸

送
技
術
の
発
達
や
、植
物
防
疫

上
の
諸
問
題
の
解
決
な
ど
諸
条

件
の
整
備
と
相
ま
っ
て
亜
熱
帯
の

自
然
的
特
性
を
生
か
し
た
産
地

形
成
が
図
ら
れ
、国
内
の
冬
春
期

野
菜
の
供
給
産
地
と
し
て
重
要

な
地
位
を
占
め
る
ま
で
に
成
長

し
ま
し
た
。

　
生
産
動
向
を
み
る
と
、復
帰
時

の
昭
和
47
年
の
３
８
０
０
ha
か
ら

増
加
し
、昭
和
55
年
に
は
復
帰
後

最
高
の
５
２
８
０
ha
ま
で
拡
大
し

ま
し
た
が
、そ
の
後
は
、価
格
の
低

迷
等
か
ら
減
少
傾
向
で
推
移
し
、

平
成
15
年
に
は
２
５
５
０
ha
ま
で

減
少
し
ま
し
た
。そ
の
後
は
増
加

し
、平
成
29
年
に
は
２
９
０
９
ha

ま
で
回
復
し
て
い
ま
す
。

　
野
菜
の
生
産
は
、気
象
条
件
や

病
害
虫
等
に
よ
り
生
産
量
や
品

質
面
に
ば
ら
つ
き
が
生
じ
た
り
、

産
地
に
よ
っ
て
は
計
画
的
な
出
荷

が
実
行
さ
れ
て
い
な
い
等
の
課
題

を
抱
え
て
い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、平
張
り
施
設
等
の

整
備
に
よ
る
安
定
的
な
生
産
・

出
荷
の
確
立
な
ど
を
着
実
に
進

め
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い

ま
す
。

沖
縄
総
合
事
務
局
50 

年
の
あ
ゆ
み

農
林
水
産
業
の
振
興

産
業
振
興

特集2

果
樹
・
花
き

ウ　
沖
縄
の
果
樹
は
、マ
ン
ゴ
ー
、パ

イ
ン
ア
ッ
プ
ル
、パ
パ
イ
ヤ
等
の
熱

帯
果
樹
、タ
ン
カ
ン
、う
ん
し
ゅ
う

み
か
ん
等
の
か
ん
き
つ
類
が
生
産

さ
れ
て
い
ま
す
。中
で
も
マ
ン
ゴ
ー

は
、施
設
の
導
入
、ミ
バ
エ
類
の
根

絶
等
に
よ
り
、生
産
は
増
加
傾

向
で
推
移
し
、全
国
一
の
生
産

量
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、パ
イ

ン
ア
ッ
プ
ル
に
つ
い
て
は
、パ
イ
ン

ア
ッ
プ
ル
缶
詰
の
輸
入
自
由
化
、

栽
培
農
家
の
高
齢
化
等
か
ら
生

産
量
が
減
少
し
て
い
ま
し
た
が
、

近
年
は
、生
食
用
品
種
の
生
産

が
拡
大
す
る
な
ど
パ
イ
ン
ア
ッ
プ

ル
全
体
で
は
横
ば
い
で
推
移
し
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、沖
縄
の
花
き
は
、温
暖

な
気
象
条
件
を
生
か
し
た
電
照

ギ
ク
の
露
地
栽
培
を
中
心
に
生

産
量
が
飛
躍
的
に
増
加
し
、昭

和
50
年
に
は
農
業
産
出
額
が
６

億
円（
農
業
全
体
の
０
・
９
％
）で

し
た
が
、令
和
元
年
に
は
93
億
円

（
同
９
・
５
％
）と
な
る
な
ど
重
要

な
作
物
と
な
っ
て
い
ま
す
。特
に

キ
ク
は
全
国
第
２
位
の
生
産
量

を
誇
り
、全
国
で
も
有
数
の
花
き

生
産
県
に
成
長
し
て
い
ま
す
。

　
沖
縄
の
畜
産
業
は
第
２
次
世

界
大
戦
に
お
い
て
壊
滅
的
な
打

撃
を
受
け
、戦
後
は
被
災
を
免

れ
た
家
畜
と
米
国
や
本
土
等
か

ら
導
入
さ
れ
た
家
畜
を
基
礎
に

振
興
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

　
本
土
復
帰
後
に
お
い
て
は
、

各
種
の
畜
産
関
係
対
策
が
講

じ
ら
れ
、草
地
、畜
舎
・
機
械
施

設
、畜
産
物
流
通
施
設
の
基
盤

整
備
、産
肉
性
等
経
済
能
力
の

向
上
や
育
種
資
源
の
維
持
拡

大
を
図
る
た
め
の
黒
毛
和
種
繁

殖
雌
牛
の
導
入
、家
畜
衛
生
事

情
の
改
善
向
上
等
の
取
組
が
行

わ
れ
る
と
と
も
に
、畜
産
物
に

対
す
る
需
要
の
増
大
等
も
あ
っ

て
、沖
縄
の
畜
産
は
着
実
な
発

展
を
遂
げ
て
い
ま
す
。

　
特
に
、肉
用
牛
は
、繁
殖
経
営

が
主
体
と
な
っ
て
お
り
、子
牛
が

肥
育
素
牛
と
し
て
県
外
へ
出
荷

さ
れ
る
な
ど
、年
々
順
調
に
飼
育

頭
数
が
増
加
し
、令
和
３
年
は

復
帰
直
後
の
昭
和
48
年
の
約
３
倍

に
あ
た
る
８
万
２
千
頭
と
な
っ
て
い

ま
す
。 

乳
用
牛
、豚
に
つ
い
て
も

飼
養
頭
数
は
昭
和
48
年
に
比

べ
て
増
加
し
て
い
ま
し
た
が
、近

年
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

畜
産
物
の
生
産
振
興

4

家
畜
飼
養
頭
数
の
推
移

マンゴー（全国１位の生産量）

キク（全国２位の生産量）

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
昭和48年 昭和57年 平成4年 平成14年 平成24年 令和3年

肉用牛
（単位：頭）

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

乳用牛
（単位：頭）

乳用牛肉用牛

肉用牛・乳用牛1

沖
縄
総
合
事
務
局
50 

年
の
あ
ゆ
み

農
林
水
産
業
の
振
興

産
業
振
興

特集2

沖
縄
か
ら
の
農
林
水
産
物・食
品
の
輸
出
額
の
推
移（
国・地
域
別
）

食
品
産
業
の
活
性
化
と
輸
出

5
輸
出
関
係

ア　
政
府
は
、「
農
林
水
産
業
の

輸
出
力
強
化
戦
略
」（
平
成
28

年
５
月
農
林
水
産
業
・
地
域
の

活
力
創
造
本
部
策
定
）等
に
お

い
て
、２
０
１
９
年
ま
で
に
１
兆

円
と
い
う
輸
出
目
標
額
を
設

定
し
、ま
た
、「
農
林
水
産
物

及
び
食
品
の
輸
出
の
促
進
に

関
す
る
法
律
」（
令
和
元
年

法
律
第
57
号
）に
基
づ
き
、政
府

一
体
と
な
っ
て
輸
出
先
国
・
地

域
と
の
規
制
に
係
る
協
議
等

を
行
う
体
制
を
整
備
す
る
な

ど
、輸
出
促
進
の
取
組
を
進
め

て
き
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
、こ
れ
ま
で
の
輸
出

拡
大
の
成
果
を
踏
ま
え
、「
経

済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本

方
針
２
０
２
０
」・「
成
長
戦
略

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」（
令
和
２
年
７

月
17
日
閣
議
決
定
）等
に
お
い

て
、２
０
２
５
年
ま
で
に
２
兆

円
、２
０
３
０
年
ま
で
に
農

林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額

を
５
兆
円
と
す
る
目
標
を
設

定
し
、こ
の
目
標
の
実
現
に

向
け「
農
林
水
産
物
・
食
品
の

輸
出
拡
大
実
行
戦
略
」に
沿
っ

食
品
流
通
・
食
品
産
業

イ　
食
品
流
通
に
関
し
て
、昭
和

59
年
に
設
置
さ
れ
た
沖
縄
県

中
央
卸
売
市
場
は
、当
初
は
青

果
部
の
み
が
開
設
さ
れ
て
い
ま

し
た
が
、平
成
９
年
に
は
新
た

に
花
き
部
が
開
設
さ
れ
、令
和

３
年
度
の
取
扱
額
は
、青
果
部

は
１
０
７
億
円
、花
き
部
が
26

億
円
と
な
っ
て
お
り
、生
鮮
食

品
及
び
花
き
の
流
通
に
お
け

る
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て

い
ま
す
。

　
食
品
産
業
で
は
、平
成
20
年

に
施
行
さ
れ
た
農
商
工
等
連
携

促
進
法
に
よ
り
中
小
企
業
者

と
農
林
漁
業
者
と
の
連
携
、

ま
た
、平
成
23
年
に
施
行
さ
れ

た
六
次
産
業
化
・
地
産
地
消
法

に
よ
り
農
林
漁
業
者
に
よ
る
生

産
と
加
工
・
販
売
の
一
体
的
な

取
組
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
沖
縄
に
お
け
る
令
和
４
年
４

月
時
点
の
六
次
産
業
化
・
地
産

地
消
法
に
基
づ
く
計
画
認
定

は
61
件
と
な
っ
て
い
ま
す
。

に
お
け
る
所
得
の
向
上
や
雇
用

の
増
大
に
結
び
つ
け
る
取
組

を
、取
組
の
発
展
段
階
に
応
じ

て
総
合
的
に
支
援
し
、農
林
水

産
業
に
関
わ
る
地
域
の
コ
ミ
ュニ

テ
ィ
の
維
持
と
農
山
漁
村
の
活

性
化
及
び
自
立
化
を
後
押
し

す
る
た
め
に
農
山
漁
村
振
興
交

付
金
に
よ
る
支
援
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
農
業
・
農
村
の
多
面
的
機
能

の
維
持
・
発
揮
を
図
る
た
め
、地

域
の
共
同
活
動
、中
山
間
地
域

等
に
お
け
る
農
業
生
産
活
動
、

自
然
環
境
の
保
全
に
資
す
る
農

業
生
産
活
動
を
支
援
す
る
、日

本
型
直
接
支
払
制
度
を
推
進

し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、農
作
物
被
害
の
み
な

ら
ず
農
山
漁
村
で
の
生
活
に
影

響
を
与
え
る
鳥
獣
被
害
の
防

止
の
た
め
、鳥
獣
被
害
防
止
総

合
対
策
交
付
金
に
よ
る
支
援

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
活

動
の
計
画
づ
く
り
を
通
じ
た
農

業
者
等
を
含
む
地
域
住
民
の

就
業
の
場
の
確
保
、農
山
漁
村

農
村
の
活
性
化

6

て
、輸
出
の
取
組
を
進
め
て
い

ま
す
。

　
沖
縄
か
ら
輸
出
さ
れ
る
農

林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額

は
、２
０
１
２
年
以
降
増
加
傾

向
で
推
移
し
、２
０
２
１
年
に

は
40
・
５
億
円
と
前
年
よ
り
26
・

２
％
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。沖

縄
に
お
い
て
は
、琉
球
飼
料
・
瀬

底
養
鶏
場
・エ
ン
グ
ル
ー
プ
輸
出

拡
大
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
が
輸
出

促
進
法
に
基
づ
く
輸
出
事
業

計
画
を
定
め
、シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、

香
港
へ
の
鶏
卵
輸
出
に
取
り
組

ん
で
お
り
、輸
出
額
が
拡
大
し

て
い
ま
す
。

地域コミュニティで
共同で草刈りをする様子（伊江島）

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

（単位：億円）

その他
（10.4％）
タイ（3.7％）
中国（4.6％）

カナダ（6.3％）

シンガ
ポール
（11.4％）

オーストラリア
（5.0％）

アメリカ
（8.0％）

台湾
（14.7％）

香港
（36.0％）

2013年

14.3
15.8

19.7

22.5

26.2

33.1 33.3

40.5

＋26.2％
（前年比）

32.1

14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年

中国
アメリカ
香港

その他

シンガポール
オーストラリア

タイ
カナダ
台湾

注）：本資料に掲載している輸入額は、財務省貿易統計で沖縄地区税関を通過したもので
あり、沖縄県産品以外の農林水産物・食品も含まれている。
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豚
（単位：頭）

豚

豚2

野
菜

イ　
沖
縄
の
野
菜
は
、復
帰
後
、輸

送
技
術
の
発
達
や
、植
物
防
疫

上
の
諸
問
題
の
解
決
な
ど
諸
条

件
の
整
備
と
相
ま
っ
て
亜
熱
帯
の

自
然
的
特
性
を
生
か
し
た
産
地

形
成
が
図
ら
れ
、国
内
の
冬
春
期

野
菜
の
供
給
産
地
と
し
て
重
要

な
地
位
を
占
め
る
ま
で
に
成
長

し
ま
し
た
。

　
生
産
動
向
を
み
る
と
、復
帰
時

の
昭
和
47
年
の
３
８
０
０
ha
か
ら

増
加
し
、昭
和
55
年
に
は
復
帰
後

最
高
の
５
２
８
０
ha
ま
で
拡
大
し

ま
し
た
が
、そ
の
後
は
、価
格
の
低

迷
等
か
ら
減
少
傾
向
で
推
移
し
、

平
成
15
年
に
は
２
５
５
０
ha
ま
で

減
少
し
ま
し
た
。そ
の
後
は
増
加

し
、平
成
29
年
に
は
２
９
０
９
ha

ま
で
回
復
し
て
い
ま
す
。

　
野
菜
の
生
産
は
、気
象
条
件
や

病
害
虫
等
に
よ
り
生
産
量
や
品

質
面
に
ば
ら
つ
き
が
生
じ
た
り
、

産
地
に
よ
っ
て
は
計
画
的
な
出
荷

が
実
行
さ
れ
て
い
な
い
等
の
課
題

を
抱
え
て
い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、平
張
り
施
設
等
の

整
備
に
よ
る
安
定
的
な
生
産
・

出
荷
の
確
立
な
ど
を
着
実
に
進

め
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い

ま
す
。

沖
縄
総
合
事
務
局
50 

年
の
あ
ゆ
み

農
林
水
産
業
の
振
興

産
業
振
興

特集2

果
樹
・
花
き

ウ　
沖
縄
の
果
樹
は
、マ
ン
ゴ
ー
、パ

イ
ン
ア
ッ
プ
ル
、パ
パ
イ
ヤ
等
の
熱

帯
果
樹
、タ
ン
カ
ン
、う
ん
し
ゅ
う

み
か
ん
等
の
か
ん
き
つ
類
が
生
産

さ
れ
て
い
ま
す
。中
で
も
マ
ン
ゴ
ー

は
、施
設
の
導
入
、ミ
バ
エ
類
の
根

絶
等
に
よ
り
、生
産
は
増
加
傾

向
で
推
移
し
、全
国
一
の
生
産

量
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、パ
イ

ン
ア
ッ
プ
ル
に
つ
い
て
は
、パ
イ
ン

ア
ッ
プ
ル
缶
詰
の
輸
入
自
由
化
、

栽
培
農
家
の
高
齢
化
等
か
ら
生

産
量
が
減
少
し
て
い
ま
し
た
が
、

近
年
は
、生
食
用
品
種
の
生
産

が
拡
大
す
る
な
ど
パ
イ
ン
ア
ッ
プ

ル
全
体
で
は
横
ば
い
で
推
移
し
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、沖
縄
の
花
き
は
、温
暖

な
気
象
条
件
を
生
か
し
た
電
照

ギ
ク
の
露
地
栽
培
を
中
心
に
生

産
量
が
飛
躍
的
に
増
加
し
、昭

和
50
年
に
は
農
業
産
出
額
が
６

億
円（
農
業
全
体
の
０
・
９
％
）で

し
た
が
、令
和
元
年
に
は
93
億
円

（
同
９
・
５
％
）と
な
る
な
ど
重
要

な
作
物
と
な
っ
て
い
ま
す
。特
に

キ
ク
は
全
国
第
２
位
の
生
産
量

を
誇
り
、全
国
で
も
有
数
の
花
き

生
産
県
に
成
長
し
て
い
ま
す
。

　
沖
縄
の
畜
産
業
は
第
２
次
世

界
大
戦
に
お
い
て
壊
滅
的
な
打

撃
を
受
け
、戦
後
は
被
災
を
免

れ
た
家
畜
と
米
国
や
本
土
等
か

ら
導
入
さ
れ
た
家
畜
を
基
礎
に

振
興
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

　
本
土
復
帰
後
に
お
い
て
は
、

各
種
の
畜
産
関
係
対
策
が
講

じ
ら
れ
、草
地
、畜
舎
・
機
械
施

設
、畜
産
物
流
通
施
設
の
基
盤

整
備
、産
肉
性
等
経
済
能
力
の

向
上
や
育
種
資
源
の
維
持
拡

大
を
図
る
た
め
の
黒
毛
和
種
繁

殖
雌
牛
の
導
入
、家
畜
衛
生
事

情
の
改
善
向
上
等
の
取
組
が
行

わ
れ
る
と
と
も
に
、畜
産
物
に

対
す
る
需
要
の
増
大
等
も
あ
っ

て
、沖
縄
の
畜
産
は
着
実
な
発

展
を
遂
げ
て
い
ま
す
。

　
特
に
、肉
用
牛
は
、繁
殖
経
営

が
主
体
と
な
っ
て
お
り
、子
牛
が

肥
育
素
牛
と
し
て
県
外
へ
出
荷

さ
れ
る
な
ど
、年
々
順
調
に
飼
育

頭
数
が
増
加
し
、令
和
３
年
は

復
帰
直
後
の
昭
和
48
年
の
約
３
倍

に
あ
た
る
８
万
２
千
頭
と
な
っ
て
い

ま
す
。 

乳
用
牛
、豚
に
つ
い
て
も

飼
養
頭
数
は
昭
和
48
年
に
比

べ
て
増
加
し
て
い
ま
し
た
が
、近

年
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

畜
産
物
の
生
産
振
興

4

家
畜
飼
養
頭
数
の
推
移

マンゴー（全国１位の生産量）

キク（全国２位の生産量）

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
昭和48年 昭和57年 平成4年 平成14年 平成24年 令和3年

肉用牛
（単位：頭）

14,000
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10,000

8,000

6,000
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0
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沖
縄
か
ら
の
農
林
水
産
物・食
品
の
輸
出
額
の
推
移（
国・地
域
別
）

食
品
産
業
の
活
性
化
と
輸
出

5
輸
出
関
係

ア　
政
府
は
、「
農
林
水
産
業
の

輸
出
力
強
化
戦
略
」（
平
成
28

年
５
月
農
林
水
産
業
・
地
域
の

活
力
創
造
本
部
策
定
）等
に
お

い
て
、２
０
１
９
年
ま
で
に
１
兆

円
と
い
う
輸
出
目
標
額
を
設

定
し
、ま
た
、「
農
林
水
産
物

及
び
食
品
の
輸
出
の
促
進
に

関
す
る
法
律
」（
令
和
元
年

法
律
第
57
号
）に
基
づ
き
、政
府

一
体
と
な
っ
て
輸
出
先
国
・
地

域
と
の
規
制
に
係
る
協
議
等

を
行
う
体
制
を
整
備
す
る
な

ど
、輸
出
促
進
の
取
組
を
進
め

て
き
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
、こ
れ
ま
で
の
輸
出

拡
大
の
成
果
を
踏
ま
え
、「
経

済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本

方
針
２
０
２
０
」・「
成
長
戦
略

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」（
令
和
２
年
７

月
17
日
閣
議
決
定
）等
に
お
い

て
、２
０
２
５
年
ま
で
に
２
兆

円
、２
０
３
０
年
ま
で
に
農

林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額

を
５
兆
円
と
す
る
目
標
を
設

定
し
、こ
の
目
標
の
実
現
に

向
け「
農
林
水
産
物
・
食
品
の

輸
出
拡
大
実
行
戦
略
」に
沿
っ

食
品
流
通
・
食
品
産
業

イ　
食
品
流
通
に
関
し
て
、昭
和

59
年
に
設
置
さ
れ
た
沖
縄
県

中
央
卸
売
市
場
は
、当
初
は
青

果
部
の
み
が
開
設
さ
れ
て
い
ま

し
た
が
、平
成
９
年
に
は
新
た

に
花
き
部
が
開
設
さ
れ
、令
和

３
年
度
の
取
扱
額
は
、青
果
部

は
１
０
７
億
円
、花
き
部
が
26

億
円
と
な
っ
て
お
り
、生
鮮
食

品
及
び
花
き
の
流
通
に
お
け

る
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て

い
ま
す
。

　
食
品
産
業
で
は
、平
成
20
年

に
施
行
さ
れ
た
農
商
工
等
連
携

促
進
法
に
よ
り
中
小
企
業
者

と
農
林
漁
業
者
と
の
連
携
、

ま
た
、平
成
23
年
に
施
行
さ
れ

た
六
次
産
業
化
・
地
産
地
消
法

に
よ
り
農
林
漁
業
者
に
よ
る
生

産
と
加
工
・
販
売
の
一
体
的
な

取
組
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
沖
縄
に
お
け
る
令
和
４
年
４

月
時
点
の
六
次
産
業
化
・
地
産

地
消
法
に
基
づ
く
計
画
認
定

は
61
件
と
な
っ
て
い
ま
す
。

に
お
け
る
所
得
の
向
上
や
雇
用

の
増
大
に
結
び
つ
け
る
取
組

を
、取
組
の
発
展
段
階
に
応
じ

て
総
合
的
に
支
援
し
、農
林
水

産
業
に
関
わ
る
地
域
の
コ
ミ
ュニ

テ
ィ
の
維
持
と
農
山
漁
村
の
活

性
化
及
び
自
立
化
を
後
押
し

す
る
た
め
に
農
山
漁
村
振
興
交

付
金
に
よ
る
支
援
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
農
業
・
農
村
の
多
面
的
機
能

の
維
持
・
発
揮
を
図
る
た
め
、地

域
の
共
同
活
動
、中
山
間
地
域

等
に
お
け
る
農
業
生
産
活
動
、

自
然
環
境
の
保
全
に
資
す
る
農

業
生
産
活
動
を
支
援
す
る
、日

本
型
直
接
支
払
制
度
を
推
進

し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、農
作
物
被
害
の
み
な

ら
ず
農
山
漁
村
で
の
生
活
に
影

響
を
与
え
る
鳥
獣
被
害
の
防

止
の
た
め
、鳥
獣
被
害
防
止
総

合
対
策
交
付
金
に
よ
る
支
援

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
活

動
の
計
画
づ
く
り
を
通
じ
た
農

業
者
等
を
含
む
地
域
住
民
の

就
業
の
場
の
確
保
、農
山
漁
村

農
村
の
活
性
化

6

て
、輸
出
の
取
組
を
進
め
て
い

ま
す
。

　
沖
縄
か
ら
輸
出
さ
れ
る
農

林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額

は
、２
０
１
２
年
以
降
増
加
傾

向
で
推
移
し
、２
０
２
１
年
に

は
40
・
５
億
円
と
前
年
よ
り
26
・

２
％
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。沖

縄
に
お
い
て
は
、琉
球
飼
料
・
瀬

底
養
鶏
場
・エ
ン
グ
ル
ー
プ
輸
出

拡
大
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
が
輸
出

促
進
法
に
基
づ
く
輸
出
事
業

計
画
を
定
め
、シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、

香
港
へ
の
鶏
卵
輸
出
に
取
り
組

ん
で
お
り
、輸
出
額
が
拡
大
し

て
い
ま
す
。

地域コミュニティで
共同で草刈りをする様子（伊江島）

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

（単位：億円）

その他
（10.4％）
タイ（3.7％）
中国（4.6％）

カナダ（6.3％）

シンガ
ポール
（11.4％）

オーストラリア
（5.0％）

アメリカ
（8.0％）

台湾
（14.7％）

香港
（36.0％）

2013年

14.3
15.8

19.7

22.5

26.2

33.1 33.3

40.5

＋26.2％
（前年比）

32.1

14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年

中国
アメリカ
香港

その他

シンガポール
オーストラリア

タイ
カナダ
台湾

注）：本資料に掲載している輸入額は、財務省貿易統計で沖縄地区税関を通過したもので
あり、沖縄県産品以外の農林水産物・食品も含まれている。
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沖
縄
県
の
木
材
需

給
に
お
け
る
県
産
材

の
自
給
率
は
、現
在

４
・
６
％
と
低
い
状
況

に
あ
り
ま
す
が
、県

産
材
は
土
木
・
建
築

資
材
、畜
産
敷
材
、き

の
こ
の
菌
床
材
、木
工

用
材
等
と
し
て
利
用

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
近
年
で
は
、施
設

を
利
用
し
た
き
の
こ

の
菌
床
栽
培（
ブ
ナ
シ

メ
ジ
、し
い
た
け
、エ
リ

ン
ギ
な
ど
）の
生
産
量

が
大
き
く
伸
び
て
い

ま
す
。沖
縄
総
合
事

務
局
と
し
て
も
、こ
れ

ま
で
に
北
部
振
興
予

算
や
沖
縄
林
業
構
造

改
善
予
算
を
通
じ
て

き
の
こ
類
の
生
産
施

設
整
備
の
補
助
を

行
っ
て
お
り
、平
成
14

年
以
降
、県
内
で
６
つ

の
施
設
が
整
備
さ
れ

ま
し
た
。

林
業
の
振
興

7

　
復
帰
後
、沖
縄
県
に
お
け
る

水
産
業
は
、遠
洋
・
沖
合
域
の

大
型
漁
船
漁
業
か
ら
、沿
岸
・

沖
合
域
の
小
型
漁
船
漁
業
及

び
海
面
養
殖
業
へ
と
転
換
を

図
っ
て
き
ま
し
た
。

　
近
年
、沿
岸
・
沖
合
域
に
お
い

て
は
浮
魚
礁
を
利
用
し
た
マ
グ

ロ
漁
業
や
未
利
用
有
用
資
源
を

活
用
し
た
ソ
デ
イ
カ
漁
業
等
の

新
た
な
漁
船
漁
業
が
普
及
し
て

い
ま
す
。ま
た
、海
面
養
殖
業
に

お
い
て
は
熱
帯
性
の
海
域
環
境

を
活
か
し
た
モ
ズ
ク
や
ク
ル
マ
エ

ビ
の
ほ
か
、ヤ
イ
ト
ハ
夕
や
ス
ギ

等
の
魚
類
養
殖
も
始
め
ら
れ
て

お
り
、
沖
縄
県
特
有
の
漁
業

構
造
が
確
立
さ
れ
つ
つ
あ
り

ま
す
。 水

産
業
の
振
興

8

主
な
特
用
林
産
物
生
産
量

と
林
業
算
出
額

海
面
漁
業
漁
獲
量

海
面
漁
業
漁
獲
量

海
面
養
殖
業
収
穫
量

10％

54％
2％
6％

11％

17％15％
2％
4％

11％

11％

57％

昭和48年令和2年

70,678t12,928t その他
かつお類
かじき類
いか類
その他の魚類
まぐろ類

その他
かつお類
かじき類
いか類
その他の魚類
まぐろ類

4％
2％

94％

昭和48年

11t25,651t その他
くるまえび
もずく

令和2年

養殖はほとんど
行われておらず。

ぶなしめじの菌床栽培

クルマエビ

資 

料：
農
林
水
産
省「
海
面
漁
業
生
産
統
計
調
査
」
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生しいたけ
ひらたけ類
ユーカリ

えのきたけ
たけのこ
林業産出量

ぶなしめじ
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中城湾港地区（現在）

中城湾港地区（平成10年）

沖
縄
の
経
済
産
業
の
振
興

特集2

　
沖
縄
で
は
、復
帰
後
の
経
済
の

自
立
化
や
本
土
と
の
格
差
是
正

を
図
る
た
め
、産
業
基
盤
の
整
備

に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　
例
え
ば
、沖
縄
本
島
北
部
の
多

目
的
ダ
ム
か
ら
工
業
用
水
を
供

給
す
る
目
的
で
計
画
さ
れ
た
沖

縄
工
業
用
水
道
事
業
は
、昭
和
51

年
度
に
一
部
給
水
を
開
始
し
ま

し
た
。そ
の
後
、平
成
元
年
度
か

ら
糸
満
工
業
団
地
、平
成
6
年
度

か
ら
中
城
湾
港
工
業
団
地
、平
成

産
業
集
積
地
域
等
の
特
区
指
定

な
ど
、多
く
の
産
業
振
興
施
策
に

よ
り
、更
な
る
産
業
の
集
積
を

図
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、平
成
19
年

に
は
企
業
立
地
促
進
法
が
施
行

さ
れ
、地
域
主
体
の
計
画
的
な
企

業
立
地
促
進
に
取
り
組
ん
で
き

ま
し
た
。同
法
は
平
成
29
年
に
地

域
未
来
投
資
促
進
法
と
し
て
改

正
さ
れ
、引
き
続
き
地
域
の
高
付

加
価
値
産
業
を
創
出
す
る
た
め

の
支
援
を
行
って
い
ま
す
。

　「
80
、
90
年
代
の
沖
縄
地
域
産

業
ビ
ジ
ョ
ン
」を
策
定
し
て
以
降
、

沖
縄
経
済
を
取
り
巻
く
環
境
の

変
化
と
と
も
に
、地
域
経
済
産
業

ビ
ジ
ョン
も
変
遷
し
て
き
ま
し
た
。

平
成
14
年
度
に
は「
O
K
I
N
A

W
A
型
産
業
振
興
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
計
画
）」が
ス

タ
ー
ト
し
、沖
縄
経
済
の
持
続
的

な
発
展
を
目
的
と
し
た
産
学
官
の

人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
形
成
さ
れ
、

沖
縄
で
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
を
創
出
す

る
た
め
の
環
境

整
備
が
行
わ
れ

ま
し
た
。平
成

25
年
度
に
は
、

「
沖
縄
成
長
産

業
戦
略
〜
ア
ジ

ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

と
し
て
発
展

〜
」
を
策
定

し
、沖
縄
が
東

ア
ジ
ア
の
中
心

に
位
置
す
る
と

い
う
地
の
利
を

活
か
し
た
ヒ
ト
・

モ
ノ
・
カ
ネ
・
情

報
の
交
易
・
交

流
拠
点
と
し
て

活
躍
す
る
た
め

地
域
活
性
化
施
策
の
推
進

1

産
業
基
盤
の
整
備

地
域
産
業
振
興
施
策

の
施
策
を
展
開
す
る
等
、時
代
に

沿
っ
た
産
業
振
興
の
基
本
方
針
を

検
討
・
推
進
し
て
き
ま
し
た
。令

和
2
年
度
の「
沖
縄
の
産
業
振
興

の
あ
り
方
検
討
会
」で
は
、今
後
、

成
長
可
能
性
が
高
い
と
見
込
ま

れ
る
製
造
業
、情
報
通
信
産
業
、

医
療
・
バ
イ
オ
関
連
産
業
、ス

ポ
ー
ツ
・ヘ
ル
ス
ケ
ア
関
連
産
業
、

航
空
機
整
備
事
業
関
連
の
振
興

に
つ
い
て
新
た
な
方
向
性
が
示
さ

れ
ま
し
た
。社
会
的
課
題
の
ト
レ

ン
ド
で
あ
る
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ

ル
の
推
進
、デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
D
X
）の
普
及

拡
大
、S
D
G
s
の
浸
透
等
に
も

迅
速
に
対
応
し
な
が
ら
、今
後
も

沖
縄
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
最
大
限

に
発
揮
で
き
る
支
援
を
目
指
し

て
い
ま
す
。

21
年
度
か
ら
名
護
市
屋
部
工
場

適
地
等
へ
の
給
水
を
開
始
し
て
い

ま
す
。

　
ま
た
、工
業
団
地
の
造
成
事
業

を
行
う
機
関
に
対
し
、利
子
補
給

や
補
助
金
に
よ
る
支
援
を
行
っ
た

結
果
、糸
満
工
業
団
地
や
中
城
湾

港
工
業
団
地
は
、今
で
は
多
く
の

企
業
が
集
積
す
る
県
内
最
大
の

工
業
団
地
と
な
って
い
ま
す
。

　
産
業
基
盤
の
整
備
と
あ
わ
せ

て
、平
成
14
年
に
は
民
間
主
導
の

自
立
型
経
済
の
構
築
を
主
眼
に

お
い
た
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法

が
制
定
さ
れ
、そ
の
後
国
際
物
流

沖縄総合事務局様_群星11-12月号_産業振興_沖縄の経済産業の振興_2209_大城_津_e

沖縄のポテンシャル「地の利」
～東アジアの中心～

沖
縄
総
合
事
務
局
50 

年
の
あ
ゆ
み

沖
縄
の
経
済
産
業
の
振
興

産
業
振
興

国際物流拠点（立地企業数・雇用者数）
うるま・沖縄地区、那覇地区の立地企業数の推移（国際物流拠点産業集積地域）
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うるま・沖縄地区、那覇地区の雇用者数の推移（国際物流拠点産業集積地域）
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用
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（出典：沖縄県企業立地推進課資料から総合事務局作成）
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